
義務教育等学習機会の充実に関する法整備を求める意見書

本年５月８日に文部科学省が公表した「中学校夜間学級等に関する実態調査」によれ

ば、１５歳以上の夜間中学校生徒数は全国で１，８４９名（平成２６年５月１日現在）

とされている。

夜間中学校は、戦争による社会の混乱、貧困、差別、不登校など様々な理由で義務教

育を終えることのできなかった人たちが学習機会を得る場所であるが、公立の夜間中学

校については、現在、８都府県に３１校設置されているだけであり、経済的な理由や近

くにそのような施設がないという理由で、「学びたくても学べない」人たちがいまだに

数多くいるのが現状である。

よって、国においては、次の措置を講ずるよう強く要望する。

１ 義務教育範囲の基礎教育を全国民に保障するため、学校教育等の環境の整備に関す

る基本方針を定めるとともに、国及び地方公共団体の責務を明らかにする法整備を行

うこと。

２ 義務教育を保障する夜間中学校の設置等に必要な財源措置を早急に図ること。

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。
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